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４

国
土
交
通
大
臣
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
き
は
、
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
同
項
の
規
定

に
よ
る
権
利
の
調
査
を
行
わ
な
い
も
の
と
す
る
。

一

第
二
項
の
規
定
に
よ
り
添
付
さ
れ
た
書
面
に
記
載
さ
れ
た
損
害
賠
償
請
求
権
に
係
る
瑕
疵
が
法
第
六
条
第
一
項

の
瑕
疵
に
該
当
し
な
い
こ
と
が
、
当
該
書
面
か
ら
明
ら
か
で
あ
る
と
き
。

〔
省

令
〕

〇
住
宅
建
設
瑕
疵
担
保
保
証
金
及
び
住
宅
販

売
瑕
疵
担
保
保
証
金
に
関
す
る
規
則

（
法
務
・
国
土
交
通
一
）

J

〇
特
定
住
宅
瑕
疵
担
保
責
任
の
履
行
の
確
保

等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
を
改

正
す
る
省
令
（
国
土
交
通
五
一
）

R

〔
公

告
〕

諸
事
項

裁
判
所

破
産
、
免
責
、
再
生
関
係

K
I

特
殊
法
人
等

独
立
行
政
法
人
酒
類
総
合
研
究
所
の
役
員

の
任
命
関
係

P
P

地
方
公
共
団
体

教
育
職
員
免
許
状
失
効
、
行
旅
死
亡
人
関

係
会
社
そ
の
他

P
Q

会
社
決
算
公
告

Q
I

〇
法

務

省

国
土
交
通
省
令
第
一
号

特
定
住
宅
瑕
疵
担
保
責
任
の
履
行
の
確
保
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
九
年
法
律
第
六
十
六
号
）
第
六
条
第
三
項
並

び
に
第
七
条
第
一
項
、
第
八
条
第
一
項
及
び
第
二
項
並
び
に
第
九
条
第
三
項
（
こ
れ
ら
の
規
定
を
同
法
第
十
六
条
に
お

い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）並
び
に
第
十
四
条
第
三
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
住
宅
建
設
瑕
疵
担
保
保
証
金
及
び
住
宅

販
売
瑕
疵
担
保
保
証
金
に
関
す
る
規
則
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
一
年
八
月
二
十
六
日

法
務
大
臣

森

英
介

国
土
交
通
大
臣

金
子

一
義

住
宅
建
設
瑕
疵
担
保
保
証
金
及
び
住
宅
販
売
瑕
疵
担
保
保
証
金
に
関
す
る
規
則

目
次第

一
章

住
宅
建
設
瑕
疵
担
保
保
証
金
（
第
一
条
e

第
十
六
条
）

第
二
章

住
宅
販
売
瑕
疵
担
保
保
証
金
（
第
十
七
条
e

第
二
十
八
条
）

附
則

第
一
章

住
宅
建
設
瑕
疵
担
保
保
証
金

（
住
宅
建
設
瑕
疵
担
保
保
証
金
の
還
付
請
求
の
添
付
書
類
）

第
一
条

特
定
住
宅
瑕
疵
担
保
責
任
の
履
行
の
確
保
等
に
関
す
る
法
律
（
以
下
「
法
」
と
い
う
。）第
六
条
第
二
項
の
規

定
に
よ
り
住
宅
建
設
瑕か

疵し

担
保
保
証
金
の
還
付
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
が
供
託
規
則
（
昭
和
三
十
四
年
法
務
省
令
第

二
号
）
第
二
十
四
条
第
一
項
第
一
号
の
規
定
に
よ
り
供
託
物
払
渡
請
求
書
に
添
付
す
べ
き
書
面
は
、
次
の
各
号
に
掲

げ
る
場
合
に
応
じ
そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号
に
定
め
る
書
面
と
す
る
。

一

法
第
六
条
第
二
項
第
一
号
又
は
第
二
号
の
場
合

次
条
第
九
項
の
技
術
的
確
認
書

二

法
第
六
条
第
二
項
第
三
号
の
場
合

特
定
住
宅
瑕
疵
担
保
責
任
の
履
行
の
確
保
等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則

（
平
成
二
十
年
国
土
交
通
省
令
第
十
号
。
以
下
「
施
行
規
則
」
と
い
う
。）第
九
条
第
九
項
の
確
認
書

（
技
術
的
確
認
）

第
二
条

法
第
六
条
第
二
項
第
一
号
又
は
第
二
号
の
規
定
に
よ
り
住
宅
建
設
瑕
疵
担
保
保
証
金
の
還
付
を
受
け
よ
う
と

す
る
者
は
、
別
記
第
一
号
様
式
に
よ
る
技
術
的
確
認
（
同
項
第
一
号
に
規
定
す
る
債
務
名
義
又
は
同
項
第
二
号
に
規

定
す
る
公
正
証
書
若
し
く
は
施
行
規
則
第
七
条
に
規
定
す
る
私
署
証
書
に
記
載
さ
れ
た
損
害
賠
償
請
求
権
に
関
し
、

同
項
の
規
定
に
よ
り
住
宅
建
設
瑕
疵
担
保
保
証
金
の
還
付
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
額
に
つ
い
て
国
土
交
通
大
臣
が

技
術
的
に
確
認
す
る
こ
と
を
い
う
。
以
下
こ
の
章
に
お
い
て
同
じ
。）の
申
請
書
を
国
土
交
通
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。

２

前
項
の
技
術
的
確
認
の
申
請
書
に
は
、
法
第
六
条
第
二
項
第
一
号
に
掲
げ
る
場
合
に
お
い
て
は
同
号
に
規
定
す
る

債
務
名
義
の
謄
本
を
、
同
項
第
二
号
に
掲
げ
る
場
合
に
お
い
て
は
同
号
に
規
定
す
る
公
正
証
書
の
謄
本
又
は
施
行
規

則
第
七
条
に
規
定
す
る
私
署
証
書
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３

国
土
交
通
大
臣
は
、
第
一
項
の
技
術
的
確
認
の
申
請
書
を
受
理
し
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
法
第
六
条
第
一
項
の

権
利
（
以
下
こ
の
章
に
お
い
て
単
に
「
権
利
」
と
い
う
。）の
調
査
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
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